



































となり（相続税法 3条 1項 1号でいういわゆるみなし相続財産に該当）、所得税の課税対




































































































































































となり（相続税法 3 条 1 項 1 号でいういわゆるみなし相続財産に該当）、所得税の課税対
















2例えば、父親が 1,000 万円で購入した土地を、子供が、相続時の評価額 1,500 万円で相続
し、5,000 万円で売却したとする。このケースの相続税と所得税の課税関係は、相続時に、
相続税評価額である 1,500 万円を課税ベースとして相続税が課税され、さらに売却時に、












3第 1 章 長崎保険年金事件が提起した問題













が、平成 14 年 10 月 28 日に死亡した。Ｘは、これにより、本件保険契約に基づく特約年
金として、同年から同 23 年までの毎年 10 月 28 日に 230 万円ずつを受け取る権利（以下
「本件年金受給権」という。）を取得し、平成 14 年 11 月 8 日、同年 10 月 28 日を支給日
とする第 1 回目の年金である本件年金 230 万円から所得税法 208 条所定の源泉徴収税額
22 万 800 円を控除した金額の支払を受けた。
Ｘは、平成 14 年分の所得税について、平成 15 年 2 月 21 日、総所得金額 22 万 7,707
円、課税総所得金額 0 円、源泉徴収税額及び還付金の額 2,664 円とする確定申告をし、次
いで、同年 8 月 27 日、総所得金額 37 万 7,707 円、課税総所得金額 0 円、源泉徴収税額及
び還付金の額 22 万 3,464 円（本件年金に係る源泉徴収税額 22 万 800 円を加算した金額）
とする更正の請求をしたが、これらの確定申告及び更正の請求を通じて、本件年金の額を
各種所得の金額の計算上収入金額に算入していなかった。他方、Ｘは、Ａを被相続人とす
る相続税の確定申告においては、相続税法 24 条 1 項 1 号の規定により計算した本件年金
受給権の価額 1,380 万円を相続税の課税価格に算入していた。
これに対し、所轄税務署長は、本件年金の額から払込保険料を基に計算した必要経費 9
4万 2,000 円を控除した 220 万 8,000 円をＸの平成 14 年分の雑所得の金額と認定し，平成
15 年 9 月 16 日，総所得金額 258 万 5707 円，課税総所得金額 219 万円，源泉徴収税額 22
万 3,464 円，還付金の額 4 万 8,264 円とする更正をし、次いで、同 16 年 6 月 23 日，所得
控除の額を加算して課税総所得金額を 32 万円に減額し、これに伴い還付金の額を 19 万
7,864 円に増額する再更正、すなわち本件更正をした。
一審の長崎地裁平成 18 年 11 月 7 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2110 頁）は、Ｘの請求
を容認し、年金受給権は相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」に該当するため、その後
の個々の年金に所得税を課税することは、実質的・経済的には同一の所得に関して二重に
課税するものであるから、所得税法 9 条 1 項 15 号の趣旨により許されないものとして、
本件更正等全部を取り消した。しかし、控訴審の福岡高裁平成 19 年 10 月 25 日判決（訟
務月報 54 巻 9 号 2090 頁）は、一審とは逆にＸの請求を棄却し、本件年金は、相続税が課
される年金受給権とは法的に異なるものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険
金」には該当しないとして、本件処分を適当と認めた。このような下級審判決の対立に対




「相続税法 3 条 1 項は、相続という法律上の原因に基づいて財産を取得した場合でなく
ても、事実上相続によって財産を取得したのと同視すべき関係にあるときは、これを相続
財産とみなして相続税を課することとし、他方所得税法 9 条 1 項 15 号は、このように相
続税を課することとした財産については、二重課税を避ける見地から、所得税を課税しな
いものとしている。このような税法の規定からすると、相続税法 3 条 1 項によって相続財
産とみなされて相続税を課税された財産につき、これと実質的、経済的にみれば同一のも
のと評価される所得について、その所得が法的にはみなし相続財産とは異なる権利ないし





すべき関係にあり、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する「保険金」に当たると解するのが相
当である。そして、本件年金受給権の価額は、同法 24 条に基づいて評価されることにな





















立性を観念する概念であり、債権の消滅時効の点（民法 168 条、169 条）などにおいて実
際上の差異が生じるものであるが、この概念を、所得税法 9 条 1 項 15 号の解釈において、
二重課税か否かを区別する指標であり二重課税であることを否定すべき事情と考えるべき
根拠には乏しく（なお、相続税法 3 条 1 項 1 号の「保険金」を直ちに「保険金受給権」と
解すべき根拠になるとも考えにくい）、上記のとおり、今後受け取るべき年金の経済的利益
を原価に引き直して課税しているのが年金受給権への相続税課税である以上、このような

























「所得税法 9 条 1 項 15 号の規定について












他方、所得税法 9 条 1 項 15 号は、相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの





り取得したものとみなされるものとは、相続税法 3 条 1 項の規定により相続したものとみ
なされる財産を意味することは明らかである。そして、その趣旨に照らすと、所得税法 9






権利であるから、相続税法 3 条 1 項号にいう「保険金」は保険金請求権を意味するものと
解される。















り、Ａの死亡後に支分権に基づいて発生したものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号に規





所得税法 207 条は、居住者に対し国内において同法 76 条 3 項 1 号から 4 号までに掲げ
る契約等に基づく年金の支払をする者は、その支払の際、その年金について所得税を源泉


























条 1 項 1 号の立法に際しても、同号所定のみなし相続財産である年金受給権に基づいて毎
年支給される年金が所得税の課税対象となることが予定されていたのである。
そうすると、所得税法 3 条 1 項 1 号の立法当時、生命保険契約に基づく死亡保険金とし
て支払われる年金について、所得税の課税が予定されていたということができる。」































































「以上によれば、本件年金の額から必要経費を控除した 220 万 8000 円をＸの総所得金
額に加算し、その結果還付金の額が 19 万 7864 円にとどまるものとした本件処分は違法で
あり、本件処分のうち総所得金額 37 万 7707 円を超え、還付金の額 22 万 3464 円を下回
る部分は取り消されるべきである。」







































た一括支給のとき 6059 万 8800 円、年金支給を含めた総額 6300 万円）と払込保険料の総
















①「相続税法 3 条 1 項によって相続財産とみなされて相続税を課税された財産につき、こ
2 品川芳宣編「資産の無償等譲渡をめぐる課税と徴収の交錯(1)」『税理 2004 年 1 月号』24 頁、
注解所得税法研究会編「注解 所得税 4 改訂」（大蔵財務協会、2004 年 12 月）135 頁等参照。





税することは、所得税法 9条 1項 15号によって許されないものと解するのが相当である。」

















④「所得税法 207 条ないし 209 条は、生命保険契約等の年金に係る契約に基づく年金の支
払をする者の源泉徴収に関する定めをしているが、この規定も、上記と同様、被保険者な
いし年金の支払に関する規定と解することができる。」
















①「この規定における相続により取得したものとみなされるものとは、相続税法 3 条 1 項
の規定により相続したものとみなされる財産を意味することは明らかである。そして、そ
の趣旨に照らすと、所得税法 9 条 1 項 15 号が、相続ないし相続により取得したものとみ
なされる財産に基づいて、被相続人の死亡後に相続人に実現する所得に対する課税を許さ
ないとの趣旨を含むものと解することはできない。」




得」であると解すると、二重課税の範囲が縮小し、所得税法 9 条 1 項 15 号の規定が無意
味となる。






に支分権に基づいて発生したものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する「保険金」










































































































第 2 章 相続税・贈与税と所得税の課税関係


















































































5 金子宏「所得概念の研究」（有斐閣、平成 17 年）50 頁参照。
23
しているときは、その取得した財産が国内にあるか国外にあるかを問わず、その相続財産






































































































































































































7 金子宏「租税法 第 16 版」（弘文堂、平成 23 年）532 頁、東京高裁判平成 7 年 12 月 13 日行







㋑ 居住無制限納税義務者  
贈与より財産を取得した者が、その財産を取得した時において、日本国内に住所がある
ときは、その財産の所在が日本国内であるか、国外であるかを問わず、贈与によって取得





































































































8 最高裁昭和 56 年 6 月 26 日判決・最判民集 133 号 187 頁参照。なお、贈与財産に抵当権が
設定されていても、受贈者が債務を引き受けない限り、負担付贈与とはいえない。名古屋高判
昭和 55 年 10 月 29 日訟務月報 27 巻 4 号 654 頁。ただし、その財産の評価の問題は残る。
34











贈与税は、その年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 年間に贈与により取得した財産の
価額の合計額（課税価額（相法 21 の 2①②③））から配偶者控除額（相法 21 の 6）及び基
礎控除額（相法 21 の 5、措法 70 の 2）を差し引いた後の課税価格に税率を乗じて計算す
る。
課税価格の計算の基礎となる財産は、非課税財産（相法 21 の 3）を除き本来の贈与財産














































































⑭ 皇室経済法 4 条 1 項及び 6 条 1 項の規定により受ける給付







































































9 金子・前脚注 7、173、174 頁。
10 金子・前脚注 9、174 頁。
























②譲渡所得の金額及び一時所得の金額の合計額の 2 分の 1 に相当する金額
また、退職所得金額又は山林所得金額は、各種所得の金額の計算の規定により計算した
退職所得の金額又は山林所得の金額とする。















































5 年超 10 年以下 60%
10 年超 15 年以下 50%
15 年超 25 年以下 40%
































らない（所法 207、所令 326、所法 76、77）。なお、公的年金等以外の年金に係る雑所得
金額は、当該年金に係る支払保険料相当額を控除する所定の方法によって算定される（所
令 183）。
































































17 シャウプ使節団「日本税制報告書」（時事通信社、昭和 24 年）第 1 編第 5 章 13 節参照。
18 品川芳宣「資産の無償譲渡をめぐる課税と徴収の交錯(1)」『税理 47 巻 1 号』（ぎょうせい、
平成 16 年 1 月）24 頁。
19 品川芳宣「生命保険契約に基づき支払われる年金に対する相続税と所得税の二重課税問題」































































第 3 章 主要国における状況（各国比較）









































































超～ ～以下 基礎部分 超過部分
0 10 $0＋18.0％ $0
10 20 1,800＋20.0％ 10
20 40 3,800＋22.0％ 20
40 60 8,200＋24.0％ 40
60 80 13,000＋26.0％ 60
80 100 18,200＋28.0％ 80
100 150 23,800＋30.0％ 100
150 250 38,800＋32.0％ 150
250 500 70,800＋34.0％ 250
500 750 155,800＋37.0％ 500
750 1,000 248,300＋39.0％ 750
1,000 1,250 345,800＋41.0％ 1,000
24 米国における相続税の課税上の相続財産の評価については、渋谷雅弘「遺産移転課税（遺産
税、相続税、贈与税）と資産評価―アメリカ連邦贈与税上の株式評価を素材として」『法学協
会雑誌 110 巻 9 号』（有斐閣、平成 5 年）1323 頁、同 10 号 1504 頁（1993）、111 巻 1 号 69
頁、同 4 号 476 頁、同 6 号 769 頁（1994）参照。
25 川端・前掲注 20、24～28 頁
52
1,250 1,500 448,300＋43.0％ 1,250
1,500 2,000 555,800＋45.0％ 1,500
2,000 2,500 780,800＋49.0％ 2,000
2,500 3,000 1,025,800＋53.0％ 2,500














































































































が新たに導入された。遺産移転税は、約 12 年間施行された後、1986 年に修正されて遺産
税と類似する相続税が施行され、その際、10 年間の累積課税期間が 7 年に短縮された。そ
28 18 世紀と 19 世紀に死亡に際しての財産移転に対する租税がこれとは別に二つ、すなわち遺
産税（legacy duty）と継承税（succession duty）が制定され、1949 年に廃止されるまで存続
することになる。
56
























研論集第 56 号』（ろっぽう新社 平成 16 年）103、104 頁。
30 我が国の「相続時精算課税制度」については、岩下資産税研究会編「相続時精算課税制の実
務（改訂版）」（税務経理協会、2003 年）、渋谷雅弘「相続時精算課税適用者の死」『税務事例
研究 79 号』（日本税務研究センター、平成 16 年）41 頁参照。



























例えば、一対の明朝の壺の価額は 15,000 ポンドであるが、その一つ一つは 5,000 ポン






たのは 5,000 ポンドである。Ｓに残されたのは 5,000 ポンドの壺の一つであるから、Ｓの
資産は 10,000 ポンド減少しており、それが移転された価値ということになる。他によく
挙げられている例としては、発行済み株式の 51％を所有する父から子へ 2％の株式を贈与





の基本税率は 25％％ と 40％の 2 段階になっている。この改革のねらいは、累進税率の緩
和による労働意欲の促進である。この所得税制のフラット化への試みは、1990 年に成立し
たメージャー政権にも引き継がれている。1995 年改正では、25％から 24％に引き下げら













33 橋本恭之「イギリスの税制改革（TheBritain's Tax reform）」『総合税制研究 No.10』（納税





















国内に住所または居所を有するものをいう（相続税法 2 条 1 項 1 号第 2 文 a））。国内の意
義は、相続税法 2 条 2 項に、住所・居所の意義は、租税通則法 8 条および 9 条に規定され
ている。
ドイツ国籍を有する者で、外国に 5 年を超えて継続して滞在する者でない場合には、国
内に住所等がなくとも内国人とみなされる（相続条 1 項 1 号第 2 文 b））。これを拡張納税
義務という。
国内の公法上の法人と勤務関係にあり、公金から給与を得ている者は、内国法人とされ





所が国内にある場合には、内国法人とされる（相続税法 2 条 1 項 1 号第 2 文 d））。事業の
指揮所又は事務所の意義は、租税通則法 10 条および 11 条に規定されている。
また、家族財団に関しては、財団または社団は、事業の指揮所又は事務所が国内にある










クラス 2→贈与の場合の祖父・祖父母、兄弟姉妹、兄弟姉妹の 1 親等の卑属、継父母、養
子、義父母、元配偶者
クラス 3→その他
相続税・贈与税の税率は、課税クラス 1 について 7～30％、課税クラス 2 について 15






税率が 30％以下であるときは 2 分の 1 を、30％を超えるときは 4 分の 3 を乗ずる。
(c)上記で計算した(a)と(b)のうちいずれか低い金額を、適用される段階税率に達する直前
の課税標準に対する税額に加えて、税額とする。














































第 4 章 問題点の集約とその調整のあり方
第 1 節 問題点の集約
１、総論










ところで、第 1 章で取り上げた長崎保険年金事件に係る最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三
小法廷判決は、第 1 章第 1 節 4 で述べたように、生命保険契約上の被相続人の保険事故（死
亡）によって相続人が取得した保険金のうちの年金受給分の初回年金（本件年金）につき、
所得税法 9 条 1 項 16 号が非課税と定める「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得す
るもの」に該当するとして、本件年金が所得税法上の課税所得たる雑所得に該当するとし
て課税した処分（本件更正）を取り消した。しかし、この最高裁判決についても、第 1 章





そこで、第 2 章においては、我が国における相続税の課税方法（第 1 節）、贈与税の課













税される構造は、前者において保険料支払総額（最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判
決の場合、195 万 1,291 円）を上回る保険金（最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判決
の場合、6,300 万円－195 万 1,291 円＝6,104 万 8,709 円）を所得と認識するとすれば同様
にも考えられる。











































37 高倉・前脚注 1、76 頁参照。







































いる。すなわち、生命保険金の年金部分については、最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法
廷判決によって、年金総額の相続時の現在価値相当額が所得税法上の非課税所得とされる
ため、当該生命保険契約によってもたらされた利得（前掲最高裁判決の事例では 4,000 万
円と 2,300 万円の相続時現在価値相当額の合計額から掛金の 195 万 1,291 円を控除した金
額、すなわち総額の 6,300 万円から 10 年間の運用益相当額を控除した金額）に対して一
切所得税は課税されないことになる。このことは、アメリカの遺産税における公正価値に






















































なる土地建物等に係る所得税法 59 条及び 60 条が適切であるというのであれば、生命保険
金の年金部分についても、当該生命保険契約によってもたらされる利得の範囲内で所得税
（雑所得）を課すべきである。また、前掲の最高裁判決の考え方が租税政策上適切である













































た最高裁昭和 48 年 7 月 10 日第三小法廷判決（刑集 27 巻 7 号 1205 頁）は、長年判例法とし






















41 この軽減措置は、相続開始後 3 年以内の相続財産の譲渡に限定されているが、これも平成 6
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